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令和７年度多可郡多可町下水道事業特別会計予算

（総　則）

第１条　令和７年度兵庫県多可郡多可町下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）　計画処理区域面積　　　　　　　　　　８３３ha

（２）　計画処理人口　　　　　　　　　１８，９５０人

（３）　１日最大排水処理能力　　　　　　９，３８４㎥

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　収　　入　　　第　１　款　下水道事業収益　　　　　１，０７８，８４９千円

　　　　　　　　　　　　第　１　項　営業収益　　　　　　　　　３３１，２４５千円

　　　　　　　　　　　　第　２　項　営業外収益　　　　　　　　７４７，６０３千円

　　　　　　　　　　　　第　３　項　特別利益　　　　　　　　　　　　　　　１千円

　　　　支　　出　　　第　１　款　下水道事業費用　　　　　１，０１４，４６２千円

　　　　　　　　　　　　第　１　項　営業費用　　　　　　　　　９３５，２４７千円

　　　　　　　　　　　　第　２　項　営業外費用　　　　　　　　　７９，０１４千円

　　　　　　　　　　　　第　３　項　特別損失　　　　　　　　　　　　　　　１千円

　　　　　　　　　　　　第　４　項　予備費　　　　　　　　　　　　　　２００千円



（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額４６２，５３５千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本

　　的収支調整額３９，６４６千円、過年度分損益勘定留保資金４１，８９０千円、当年度分損益勘定留保資金

　　３１８，５２１千円、減債積立金６２，４７８千円で補てんするものとする。）

　　　　収　　入　　　第　１　款　資本的収入　　　　　　　１，４８４，４９４千円

　　　　　　　　　　　　第　１　項　企業債　　　　　　　　　　９９１，５００千円

　　　　　　　　　　　　第　２　項　出資金　　　　　　　  　　１０４，８９４千円

　　　　　　　　　　　　第　３　項　工事負担金　　　　　　　  　１０，０００千円

　　　　　　　　　　　　第　４　項　補助金　　　　　　        ３７８，１００千円

　　　　支　　出　　　第　１　款　資本的支出　　　　　　　１，９４７，０２９千円

　　　　　　　　　　　　第　１　項　建設改良費　　　　　　　　８２４，２００千円

　　　　　　　　　　　　第　３　項　企業債償還金　　　　　１，１２２，８２９千円

（継続費）

第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

　　　　（１）　杉原谷浄化センター改築・耐震化工事

　　　　　　　　　款　　　　　　項　　　　　　　総　額　　　　　　　　年　度　　　　　　　年割額

　　　　　　　　　１資本的支出　１建設改良費　　８６４,０００千円　　５年度から７年度　　３２０,０００千円

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　　　　（１）　建設改良費等の財源に充てるための企業債

　　　　　　　　　限度額　　　　　　　　　　起債の方法　　　　利　率　　　　　　　償還の方法

　　　　　　　　　２０２，８００千円　　　　証書借入　　　　　５．５％以内　　　　元金均等償還



（２） 資本費平準化債

限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

７８８，７００千円 証書借入 ５．５％以内 元金均等償還

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 消費税

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、 その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を

　その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）　職員給与費　　　　　　　　３５，７９２千円

（他会計からの補助金）

第９条　減価償却費負担等のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

（１）　一般会計補助金　　　　　４９７，０００千円

（２）　出　　資　　金　　　　　１０４，８９４千円

（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、２，０００千円と定める。

（利益剰余金の処分）

第１１条　繰越利益剰余金７８,３４２千円は、次のとおり処分するものと定める。

（１）　減債積立金　　　　　　　　７８，３４２千円

令　和　７　年　　２　月　　２８ 日　　提出

兵庫県多可郡多可町長　　吉　田　一　四



 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度兵庫県多可郡多可町下水道事業 

特別会計予算実施計画事項別説明書 



令和７年度下水道事業特別会計予算実施計画

(単位：千円)
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入

下水道事業収益 1. 1,078,849

331,245 1. 営業収益

331,199 1. 使用料収益

46 3. その他の営業収益

747,603 2. 営業外収益

1,100 1. 分担金及び負担金

100 2. 受取利息及び配当金

497,000 3. 他会計補助金

216,650 4. 長期前受金戻入

36 5. 貸倒引当金戻入

32,716 6. 消費税還付金

1 7. 雑収益

1 3. 特別利益

1 1. 過年度損益修正益

款 項 目 備　考予定額



(単位：千円)
収 益 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出

下水道事業費用 1. 1,014,462

935,247 1. 営業費用

296,628 1. 施設維持管理費

50,049 3. 業務及び総係費

530,781 4. 減価償却費

57,789 5. 資産減耗費

79,014 2. 営業外費用

79,013 1. 支払利息及び企業債取扱諸費

1 2. 消費税

1 3. 特別損失

1 1. 過年度損益修正損

200 4. 予備費

200 1. 予備費

款 項 目 備　考予定額



(単位：千円)
資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入

資本的収入 1. 1,484,494

991,500 1. 企業債

991,500 1. 企業債

104,894 2. 出資金

104,894 1. 出資金

10,000 3. 工事負担金

10,000 1. 工事負担金

378,100 4. 補助金

378,100 1. 国庫補助金

款 項 目 備　考予定額



(単位：千円)
資 本 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出

資本的支出 1. 1,947,029

824,200 1. 建設改良費

824,200 1. 工事費

1,122,829 3. 企業債償還金

1,122,829 1. 企業債償還金

款 項 目 備　考予定額



令和７年度下水道事業特別会計予算明細書

収　　　入
収 益 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 1,063,6451,078,849 15,204下水道事業

 1.営業収益 326,156331,245 5,089収益

 1.使用料収益 326,110331,199 5,089 331,199使用料収 331,199下水道使用料収益 1.

益

 3.その他の営 4646 0 45手数料 45指定工事店･責任技術者登録更新手数料 2.

業収益 1雑収益 1単位 4.

 2.営業外収益 737,488747,603 10,115

 1.分担金及び 1,1001,100 0 1,100分担金及 1,100下水道新規加入分担金 1.

負担金 び負担金

 2.受取利息及 40100 60 100預金利息 100定期預金利息等 1.

び配当金

 3.他会計補助 491,822497,000 5,178 497,000一般会計 497,000一般会計繰入金 1.

金 補助金

 4.長期前受金 212,891216,650 3,759 216,650長期前受 216,650長期前受金戻入額 1.

戻入 金戻入

 5.貸倒引当金 036 36 36貸倒引当 36貸倒引当金戻入額 1.

戻入 金戻入

 6.消費税還付 31,63432,716 1,082 32,716消費税還 32,716消費税還付金 1.

金 付金

 7.雑収益 11 0 1その他雑 1単位 1.

収益

 3.特別利益 11 0

 1.過年度損益 11 0 1過年度損 1単位 1.

修正益 益修正益



支　　　出
収 益 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 1,007,0031,014,462 7,459下水道事業

 1.営業費用 933,702935,247 1,545費用

 1.施設維持管 288,158296,628 8,470 4,985備消品費 768施設設備機器類消耗品費 4.

理費 387水質検査用消耗品費

1,864水質試験用科学機器費

483電気・計装機器消耗品費

259ポンプ類オイル、グリス代

300下水道維持管理用備品費

700膜カートリッジ代

224備消品費

258燃料費 136ガソリン代 5.

84軽油代（発電機）

38その他燃料費

200印刷製本 200印刷製本費 6.

費

38,641手数料 29,023汚泥処理運搬手数料 7.

9,500浄化センター休止に伴う清掃手数料

118車両検査等手数料

93,418委託料 1,304処理施設建物等保守業務委託料 8.

70,613処理施設維持管理業務委託料

12,531下水道管渠等維持管理業務委託料

3,769水質検査、浄化槽法11条検査等委託料

5,201施設草刈剪定、清掃等委託料

3,526賃借料 3,093施設運転管理監視システム使用料 9.

21ケーブルテレビ使用料

72借地料

13ＮＨＫ放送受信料

8電子マニフェストサービス利用料

159公用車リース料

160発電機リース料

47,662修繕費 132公用車修繕費10.



支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

5,500施設緊急修繕費

42,030施設計画修繕費

10,404路面復旧 1,926路面補修費11.

費 1,028マンホール調整修繕費

500親子蓋取替補修費

6,950路面補修費（集落要望分）

82,967動力費 80,060電力料金12.

2,870水道料金

37ＬＰガス料金

10,975薬品費 4,342消毒用薬品代13.

2,257水質試験用試薬代

3,160汚泥処理凝集剤代

1,216汚泥減量剤代

423通信運搬 79電話料金14.

費 344携帯電話料金

677保険料 677町有財産災害保険料15.

2,478材料費 2,478修繕用等諸材料費16.

14公課費 14公用車重量税17.

 3.業務及び総 65,13450,049 △15,085 18,897給料 18,897一般職給料 1.

係費 10,841手当等 390扶養手当 2.

420地域手当

218通勤手当

50時間外勤務手当

1,740管理職手当

4,398期末手当

3,625勤勉手当

6,054法定福利 5,994市町村職員共済組合負担金 3.

費 60地方公務員災害補償基金負担金

78旅費 78旅費 4.

640備消品費 260備消品費 5.

200井戸水等加算メーター代



支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

180コピー代

20食糧費 20食糧費 6.

715印刷製本 715料金システムに係る帳票類印刷代 9.

費

500通信運搬 500郵便料金10.

費

2,943委託料 2,643検針業務委託料11.

300弁護士委託料

1,733手数料 77口座振込（送金）手数料12.

1,344口座振替・窓口納付手数料

305コンビニ納付手数料

7インターネットバンキング手数料

2,312賃借料 2,237料金システム使用料等13.

17消費税申告システム使用料

58有料道路通行料等

100修繕費 100加算メーター整備費14.

510負担金 75日本下水道協会負担金17.

25日本下水道協会兵庫県支部負担金

25全国町村下水道推進協議会兵庫県支部負

担金

20地域資源循環技術センター負担金

15兵庫県農業集落排水事業連絡協議会負担

金

50下水道事業研修会負担金

300県土地改良事業団体連合会特別賦課金

2,675賞与引当 2,675賞与引当金繰入額18.

金繰入額

31貸倒引当 31貸倒引当金繰入額20.

金繰入額

2,000雑費 2,000漏水減免等還付金21.



支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 4.減価償却費 530,411530,781 370 11,619建物減価 11,619建物減価償却費 1.

償却費

417,567構築物減 417,567構築物減価償却費 2.

価償却費

101,452機械及び 101,452機械及び装置減価償却費 3.

装置減価

償却費

143工具、器 143工具、器具及び備品減価償却費 5.

具及び備

品減価償

却費

 5.資産減耗費 49,99957,789 7,790 57,789固定資産 57,789固定資産除却費 1.

除却費

 2.営業外費用 73,10079,014 5,914

 1.支払利息及 73,09979,013 5,914 79,013企業債利 79,013企業債利息 1.

び企業債取 息

扱諸費

 2.消費税 11 0 1消費税 1単位 1.

 3.特別損失 11 0

 1.過年度損益 11 0 1過年度損 1単位 1.

修正損 益修正損

 4.予備費 200200 0

 1.予備費 200200 0 200予備費 200予備費 1.



収　　　入
資 本 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 1,491,7001,484,494 △7,206資本的収入

 1.企業債 1,122,700991,500 △131,200

 1.企業債 1,122,700991,500 △131,200 202,800下水道事 202,800下水道事業債 1.

業債

788,700資本費平 627,300資本費平準化債 2.

準化債 161,400借換債

 2.出資金 0104,894 104,894

 1.出資金 0104,894 104,894 104,894出資金 104,894一般会計繰入金 1.

 3.工事負担金 10,00010,000 0

 1.工事負担金 10,00010,000 0 10,000工事負担 10,000工事負担金 1.

金

 4.補助金 359,000378,100 19,100

 1.国庫補助金 359,000378,100 19,100 378,100国庫補助 28,000社会資本整備総合交付金 1.

金 275,000防災・安全社会資本整備総合交付金

75,100農山漁村地域整備交付金



支　　　出
資 本 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 1,853,4861,947,029 93,543資本的支出

 1.建設改良費 736,000824,200 88,200

 1.工事費 736,000824,200 88,200 23,200委託料 3,000中・北部・加美南処理区統廃合工事施工 1.

監理業務委託料（加美南調整池等）

1,000加美北・加美中処理区統廃合工事実施

設計業務委託（舗装）

2,000加美北・加美中処理区統廃合工事施工

監理業務委託（舗装）

2,800加美北・加美中処理区統廃合工事実施

設計業務委託（加美北調整池等）

2,000加美北・加美中処理区統廃合工事施工

監理業務委託（加美北調整池等）

3,800三原浄化センター機能強化工事実施

設計業務委託

3,600三原浄化センター機能強化工事施工

監理業務委託料

5,000下水道管布設替工事実施設計業務委託料

（負担金工事）

801,000工事請負 47,000中・北部・加美南処理区統廃合工事費 2.

費 6,000非常用発電機整備工事

320,000杉原谷浄化センター改築・耐震化工事費

その①

280,000杉原谷浄化センター改築・耐震化工事費

その②

3,000杉原谷浄化センター場内整備工事

20,000加美北・加美中処理区統廃合工事

（舗装）

25,000加美北・加美中処理区統廃合工事

（加美北調整池等）

90,000三原浄化センター機能強化工事費

10,000下水道管布設替工事費（負担金工事）



支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 3.企業債償還 1,117,4861,122,829 5,343

金  1.企業債償還 1,117,4861,122,829 5,343 1,122,829企業債償 607,553下水道事業債償還金 1.

金 還金 515,276資本費平準化債償還金



１　一般職

　（1）総　括

報　酬 給　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

4

(0)

5

(0)

△1

(0)

（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

420 0 218 50 1,740 4,398

0 0 287 686 1,320 4,975

420 0 △69 △636 420 △577

(千円) (千円)

0 0

240 0

△240 0

給　与　費　明　細　書

損益勘定

支弁職員

区　分

比　較

前年度

本年度

比　較

前年度

△420

810

390

勤勉手当

(千円)

△399

4,024

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

本年度

区　　　分

21,9580

△5,511△949△4,562△1,501

扶養手当

(千円)

区　分

本年度

前年度

比　較

法　定
福利費

合　計

35,7926,054

期末手当管理職手当
時 間 外
勤務手当

41,3037,00334,30012,342

職員数
給　　与　　費

通勤手当住居手当地域手当

管理職員
特別勤務
手　　当

児童手当

△3,0610

29,73810,84118,8970

3,625

下水道（附１）



　　ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

4

(0)

5

(0)

△1

(0)

（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

420 0 218 50 1,740 4,398

0 0 287 686 1,320 4,975

420 0 △69 △636 420 △577

(千円) (千円)

0 0

240 0

△240 0

下水道（附２）

損益勘定
前年度

支弁職員

法　定
福利費

合　計

0 18,897 10,841 29,738

給　　与　　費

区　　　分
職員数

本年度 6,054 35,792

0 21,958 12,342 34,300 7,003 41,303

0 △3,061 △1,501 △4,562 △949 △5,511比　較

区　分
勤勉手当

(千円)

区　分
扶養手当

(千円)

本年度 390

前年度 810

比　較 △420

管理職手当 期末手当

児童手当
管理職員
特別勤務
手　　当

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

地域手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

本年度 3,625

前年度 4,024

比　較 △399



　　イ　会計年度任用職員

報　酬 給　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

(千円)

0

0

0

下水道（附３）

前年度 0

比　較 0

0

前年度 0

比　較 0

区　分
児童手当

(千円)

本年度 0

職員数

本年度

損益勘定
前年度

支弁職員

比　較

区　　　分

0

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

給　　与　　費 法　定
福利費

合　計

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

区　分
扶養手当

(千円)

本年度

0

住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

管 理 職
手　　当

期末手当 勤勉手当

0 0 0 0 0

管理職員
特別勤務
手　　当



　（2）給料及び職員手当の増減額の明細

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

増減額

(千円) (千円)

給　　料 △3,061 給与改定に伴う 207

増減分

昇給に伴う増減分 38 平均昇給率

その他の増減分 △3,306 職員の変動等による 職員数の異動状況

減額 （現に在職する職員数）

　本年度

　前年度

　増　減

職員手当 △1,501 制度改正に伴う 696 期末手当　2.45月→2.5月

増減分 勤勉手当　2.05月→2.1月

地域手当　2%

その他の増減分 △2,197 職員の変動等による

減額

　　イ　会計年度任用職員

増減額

(千円) (千円)

報　　酬 0 その他の増減分 職員数の異動状況

（現に在職する職員数）

　本年度

　前年度

　増　減

給　　料 0 その他の増減分 職員数の異動状況

（現に在職する職員数）

　本年度

　前年度

　増　減

職員手当 0 制度改正に伴う

増減分

その他の増減分

説　　明
増減事由別内訳

区　分

△1 人

5 人

4 人

備　　　考

0.15%

下水道（附４）

0 人

区　分
増減事由別内訳

説　　明 備　　　考

0 人

0 人

0 人

0 人

0 人



　（3）職員及び職員手当の状況（給与改定後）

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初任給

高　校　卒

大　学　卒

　　ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

区　　分

行　政　職 技　　監

６級

主　　事 主　　事 主　　査 課　　長副 課 長課長補佐

１級 ２級 ３級 ４級 ５級

主　　査

理　　事

20.0

行　政　職

5

職員数

行　　政　　職

100.0

25.0

50.0

25.0

(%)

構成比

1

2

1

20.0

40.0

(人)

2

1

区　　　　　分

20.01

4

区　　分

392,500円

220,000円

188,000円

行　政　職

平 均 年 齢
令和７年１月１日現在

55.5歳

364,600円
令和６年１月１日現在

平 均 年 齢 50.8歳

220,000円

188,000円

国の制度

平均給料月額

行　政　職

平均給料月額

下水道（附５）

令和６年１月１日現在

１級

２級

３級

４級

５級

６級

級

６級

５級

４級

令和７年１月１日現在

区　　　分

３級

２級

１級

計

1

計

100.0



② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

１資本的
　支　出

１建　設
　改良費

杉 原 谷
浄化セン
ター改築
・耐震化
工事事事

令和５年度 128,000 69,723 58,200 77 64,000
逓次繰越
64,000千円

令和６年度 416,000 208,000 208,000 230,000 294,000 186,000 34.0%
逓次繰越
186,000千円

令和７年度 320,000 175,912 144,000 88 294,000 320,000 506,000

計 864,000 453,635 410,200 165 294,000 550,000 800,000 250,000

企業債
当 年 度
損益勘定
留保資金

継　　続　　費　　に　　関　　す　　る　　調　　書

款 項 事業名

①　全　体　計　画
前前年度
末までの
支払義務
発生額額

前年度末
までの支
払義務発
生(見込)
額額額額

当該年度
支払義務
発生予定
額額額額

当該年度
末までの
支払義務
発生予定
額額額額

翌年度以
降の支払
義務発生
予定額額

継続費の
総額に対
する進捗
率率率率

備　考

年　度 年割額

同左財源内訳

国　庫
補助金



令和６年度下水道事業特別会計予定損益計算書
（令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで）

（単位：円）

１　営業収益

　（１）使用料収益 301,820,714

　（２）受託工事収益 0

　（３）その他の営業収益 1,121,250 302,941,964

２　営業費用

　（１）施設維持管理費 246,517,241

　（２）受託工事費 0

　（３）業務及び総係費 55,117,302

　（４）減価償却費 530,369,350

　（５）資産減耗費 18,146,953

　（６）その他の営業費用 0 850,150,846

　営業利益 △547,208,882

３　営業外収益

　（１）分担金及び負担金 900,000

　（２）受取利息及び配当金 39,493

　（３）他会計補助金 491,822,000

　（４）長期前受金戻入額 201,594,146

　（５）貸倒引当金戻入額 0

　（６）雑収益 392,700 694,748,339

４　営業外費用

　（１）支払利息及び企業債取扱諸費 69,197,362

　（２）委託事業費 0

　（３）雑支出 0 69,197,362 625,550,977

　経常利益 78,342,095

５　特別利益 0 0

６　特別損失 0 0 0

当年度純利益 78,342,095

前年度繰越利益剰余金 0

当年度未処分利益剰余金 78,342,095



令和６年度下水道事業特別会計予定貸借対照表
（令和 7年 3月31日）

（単位：円）

《　資　産　の　部 》

１　固定資産

　（１）有形固定資産

　　　　イ　土地 257,326,067

　　　　ロ　建物 1,157,279,464

　　　　　　減価償却累計額 332,813,225△824,466,239

　　　　ハ　構築物 23,696,078,814

　　　　　　減価償却累計額 12,579,747,490△11,116,331,324

　　　　ニ　機械及び装置 6,875,274,823

　　　　　　減価償却累計額 1,391,339,157△5,483,935,666

　　　　ホ　車両運搬具 0

　　　　　　減価償却累計額 0△0

　　　　ヘ　工具器具及び備品 2,397,271

　　　　　　減価償却累計額 1,760,343△636,928

　　　　ト　リース資産 0

　　　　　　減価償却累計額 0△0

　　　　チ　建設仮勘定 449,016,453

　　　　有形固定資産合計 15,012,002,735

　（２）無形固定資産

　　　　イ　電話加入権 0

　　　　無形固定資産合計 0

　（３）投資

　　　　イ　有価証券 0

　　　　ロ　長期貸付金 0

　　　　投資合計 0

　　固定資産合計 15,012,002,735

２　流動資産

　（１）現金預金 582,638,492

　（２）未収金 15,895,200

　　　　貸倒引当金 12,989,506△2,905,694

　（３）貯蔵品 0

　（４）前払費用 0

　（５）前払金 0

　（６）その他流動資産 0

　　流動資産合計 595,627,998

資産合計 15,607,630,733

《　負　債　の　部　》



３　固定負債

　（１）企業債

　　　　イ　建設改良等の財源に

　　　　　　充てるための企業債 5,177,605,924

　　　　ロ　その他の企業債 0

　　　　企業債合計 5,177,605,924

　（２）他会計借入金

　　　　イ　建設改良等の財源に

　　　　　　充てるための長期借入金 0

　　　　ロ　その他の長期借入金 0

　　　　他会計借入金合計 0

　（３）リース債務 0

　（４）引当金

　　　　イ　退職給付引当金 0

　　　　ロ　特別修繕引当金 0

　　　　引当金合計 0

　　固定負債合計 5,177,605,924

４　流動負債

　（１）一時借入金 0

　（２）企業債

　　　　イ　建設改良等の財源に

　　　　　　充てるための企業債 1,122,828,311

　　　　ロ　その他の企業債 0

　　　　企業債合計 1,122,828,311

　（３）他会計借入金

　　　　イ　建設改良等の財源に

　　　　　　充てるための長期借入金 0

　　　　ロ　その他の長期借入金 0

　　　　他会計借入金合計 0

　（４）リース債務 0

　（５）未払金 95,038,194

　（６）未払費用 0

　（７）前受金 60,000

　（８）引当金

　　　　イ　退職給付引当金 0

　　　　ロ　賞与引当金 2,702,414

　　　　ハ　修繕引当金 0

　　　　ホ　特別修繕引当金 0

　　　　引当金合計 2,702,414

　（９）その他の流動負債 0

　　流動負債合計 1,220,628,919



５　繰延収益

　　　長期前受金 11,311,388,754

　　　収益化累計額 △6,136,205,033

　　繰延収益合計 5,175,183,721

負債合計 11,573,418,564

《　資　本　の　部　》

６　資本金 3,204,113,509

７　剰余金

　（１）資本剰余金

　　　　イ　受贈財産評価額 469,158,527

　　　　ロ　寄附金 0

　　　　ハ　その他の資本剰余金 0

　　　　資本剰余金合計 469,158,527

　（２）利益剰余金

　　　　イ　減債積立金 222,033,251

　　　　ロ　建設改良積立金 0

　　　　ハ　利益積立金 60,564,787

　　　　ニ　当年度未処分利益剰余金 78,342,095

　　　　利益剰余金合計 360,940,133

　　剰余金合計 830,098,660

資本合計 4,034,212,169

負債資本合計 15,607,630,733



令和７年度下水道事業特別会計予定損益計算書
（令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで）

（単位：円）

１　営業収益

　（１）使用料収益 301,096,277

　（２）受託工事収益 0

　（３）その他の営業収益 46,910 301,143,187

２　営業費用

　（１）施設維持管理費 269,738,084

　（２）受託工事費 0

　（３）業務及び総係費 49,022,274

　（４）減価償却費 530,779,353

　（５）資産減耗費 57,788,650

　（６）その他の営業費用 0 907,328,361

　営業利益 △606,185,174

３　営業外収益

　（１）分担金及び負担金 1,100,000

　（２）受取利息及び配当金 100,000

　（３）他会計補助金 497,000,000

　（４）長期前受金戻入額 216,660,078

　（５）貸倒引当金戻入額 36,665

　（６）雑収益 1,000 714,897,743

４　営業外費用

　（１）支払利息及び企業債取扱諸費 79,012,702

　（２）委託事業費 0

　（３）雑支出 0 79,012,702 635,885,041

　経常利益 29,699,867

５　特別利益 0 0

６　特別損失 0 0 0

当年度純利益 29,699,867

前年度繰越利益剰余金 0

当年度未処分利益剰余金 29,699,867



令和７年度下水道事業特別会計予定貸借対照表
（令和 8年 3月31日）

（単位：円）

《　資　産　の　部 》

１　固定資産

　（１）有形固定資産

　　　　イ　土地 257,326,067

　　　　ロ　建物 1,157,237,226

　　　　　　減価償却累計額 321,173,192△836,064,034

　　　　ハ　構築物 23,840,412,057

　　　　　　減価償却累計額 12,336,308,723△11,504,103,334

　　　　ニ　機械及び装置 6,991,049,520

　　　　　　減価償却累計額 1,433,635,353△5,557,414,167

　　　　ホ　車両運搬具 0

　　　　　　減価償却累計額 0△0

　　　　ヘ　工具器具及び備品 2,397,271

　　　　　　減価償却累計額 1,617,946△779,325

　　　　ト　リース資産 0

　　　　　　減価償却累計額 0△0

　　　　チ　建設仮勘定 823,966,185

　　　　有形固定資産合計 15,174,027,466

　（２）無形固定資産

　　　　イ　電話加入権 0

　　　　無形固定資産合計 0

　（３）投資

　　　　イ　有価証券 0

　　　　ロ　長期貸付金 0

　　　　投資合計 0

　　固定資産合計 15,174,027,466

２　流動資産

　（１）現金預金 699,368,053

　（２）未収金 45,310,067

　　　　貸倒引当金 42,719,392△2,590,675

　（３）貯蔵品 0

　（４）前払費用 0

　（５）前払金 0

　（６）その他流動資産 0

　　流動資産合計 742,087,445

資産合計 15,916,114,911

《　負　債　の　部　》



３　固定負債

　（１）企業債

　　　　イ　建設改良等の財源に

　　　　　　充てるための企業債 5,170,871,701

　　　　ロ　その他の企業債 0

　　　　企業債合計 5,170,871,701

　（２）他会計借入金

　　　　イ　建設改良等の財源に

　　　　　　充てるための長期借入金 0

　　　　ロ　その他の長期借入金 0

　　　　他会計借入金合計 0

　（３）リース債務 0

　（４）引当金

　　　　イ　退職給付引当金 0

　　　　ロ　特別修繕引当金 0

　　　　引当金合計 0

　　固定負債合計 5,170,871,701

４　流動負債

　（１）一時借入金 0

　（２）企業債

　　　　イ　建設改良等の財源に

　　　　　　充てるための企業債 998,234,223

　　　　ロ　その他の企業債 0

　　　　企業債合計 998,234,223

　（３）他会計借入金

　　　　イ　建設改良等の財源に

　　　　　　充てるための長期借入金 0

　　　　ロ　その他の長期借入金 0

　　　　他会計借入金合計 0

　（４）リース債務 0

　（５）未払金 262,806,792

　（６）未払費用 0

　（７）前受金 60,000

　（８）引当金

　　　　イ　退職給付引当金 0

　　　　ロ　賞与引当金 2,674,333

　　　　ハ　修繕引当金 0

　　　　ホ　特別修繕引当金 0

　　　　引当金合計 2,674,333

　（９）その他の流動負債 0

　　流動負債合計 1,263,775,348



５　繰延収益

　　　長期前受金 11,291,401,254

　　　収益化累計額 △5,978,739,428

　　繰延収益合計 5,312,661,826

負債合計 11,747,308,875

《　資　本　の　部　》

６　資本金 3,371,485,628

７　剰余金

　（１）資本剰余金

　　　　イ　受贈財産評価額 469,158,527

　　　　ロ　寄附金 0

　　　　ハ　その他の資本剰余金 0

　　　　資本剰余金合計 469,158,527

　（２）利益剰余金

　　　　イ　減債積立金 237,897,227

　　　　ロ　建設改良積立金 0

　　　　ハ　利益積立金 60,564,787

　　　　ニ　当年度未処分利益剰余金 29,699,867

　　　　利益剰余金合計 328,161,881

　　剰余金合計 797,320,408

資本合計 4,168,806,036

負債資本合計 15,916,114,911



（単位：円）

当年度純利益 29,699,867

減価償却費 530,779,353

資産減耗費 57,788,650

貸倒引当金の増減額 △ 315,019

賞与引当金の増減額 △ 28,081

修繕引当金の増減額 0

特別修繕引当金の増減額 0

長期前受金戻入額 △ 216,660,078

受取利息及び配当 △ 100,000

支払利息及び企業債取扱諸費 79,012,702

未収金の増減額 △ 29,414,867

未払金の増減額 △ 10,864,802

預り金の増減額 0

前受金の増減額 0

小計 439,897,725

利息及び配当金の受取額 100,000

利息の支払額 △ 79,012,702

業務活動によるキャッシュ・フロー 360,985,023

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 749,272,734

有形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 0

無形固定資産の売却による収入 0

有価証券の取得による支出 0

有価証券の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 343,727,273

負担金等による収入 9,090,910

未収金の増減額 0

未払金の増減額 178,633,400

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 217,821,151

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 991,500,000

企業債の返済による支出 △ 1,122,828,311

出資金による収入 104,894,000

一時借入れによる収入 0

一時借入金の返済による支出 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 26,434,311

資金に係る換算差額 0

資金増加額（又は減少額） 116,729,561

資金期首残高 582,638,492

資金期末残高 699,368,053

令和 7 年度　多可町下水道事業特別会計キャッシュ・フロー計算書

１．業務活動によるキャッシュ・フロー



注 記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 １ 資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品   総平均法による原価法によっている。 

 ２ 固定資産の減価償却の方法 

  (１) 有形固定資産 

     ・減価償却の方法 

      建物        定額法による。 

      構築物       定額法による。 

      機械及び装置    定額法による。 

      工具器具及び備品  定額法による。 

     ・主な耐用年数 

      建物        40～50年 

      構築物       30～60年 

      機械及び装置    10～20年 

      工具器具及び備品  ３～10年 

  (２) 無形固定資産 

     ・減価償却の方法 

      定額法による。 

 ３ 引当金の計上方法 

  (１) 賞与引当金 

     職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支出見込額に基

づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。 

  (２) 修繕引当金 

     当会計期間中に発生した事故等により修繕が必要な際、修繕が次期に及ぶとき

にそれに係る額を計上している。 

  (３) 特別修繕引当金 

     設備等に係る定期修繕費用の支出に備えるため、支出見込額のうち前回の定期

修繕の日から当年度末までの期間で均分した額を計上している。 

  (４) 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、債権発生時点からの経過年数から回

収不能見込額を計上している。 

 




